













































































































































































（ 6 ）　【 4 】は、遺言執行者に対し遺言執行内容の報告を求めたものであり、23条照会によ
らなくても、そもそも相続人に対し報告義務（民法1012条 2 項、645条）を負う事案で
あった。



















































































































































































































































































































































































































































































































































































【 1 】 岐阜地裁昭和46年12月20日　判例時報664-75　判例タイムズ283-284
【 2 】 大阪地判昭和62年 9 月20日　判例時報1289-94　判例タイムズ678-200
【 3 】 大阪地判平成18年 2 月22日　判例タイムズ1218-253　金融 ・ 商事判例
1238-37
【 4 】 京都地判平成19年 1 月24日　判例タイムズ1238-325
【 5 】 大阪高判平成19年 1 月30日　判例時報1962-78　金融 ・ 商事判例1263-25
　金融法務事情1799-56　（【 3 】の控訴審）
【 6 】 東京地判平成21年 7 月27日　判例タイムズ1323-207
【 7 】 東京地判平成22年 9 月16日　金融法務事情1924-119
【 8 】 東京高判平成22年 9 月29日　判例時報2105-11　判例タイムズ1356-227
　金融法務事情1936-106　（【 6 】の控訴審）
【 9 】 岐阜地判平成23年 2 月10日　金融法務事情1988-145
【10】 名古屋高判平成23年 7 月 8 日　金融法務事情1988-135　（【 9 】の控訴
審）
【11】 東京高判平成23年 8 月 3 日　金融法務事情1935-118　（【 7 】の控訴審）
【12】 東京地判平成24年11月26日　判例タイムズ1388-122　金融 ・ 商事判例
1414-31　金融法務事情1964-108
【13】 名古屋地判平成25年 2 月 8 日　金融 ・ 商事判例1430-29　金融法務事情
1975-117
【14】 福岡地判平成25年 4 月 9 日　金融 ・ 商事判例1416-26




【16】 名古屋高判平成25年 7 月19日　金融 ・ 商事判例1430-25　（【13】の控訴
審）
【17】 福岡高判平成25年 9 月10日　金融 ・ 商事判例1440-39　金融法務事情
1995-114　（【14】の控訴審）
【18】 名古屋地判平成25年10月25日　金融 ・ 商事判例1443-46　金融法務事情
1995-127
【19】 東京地判平成26年 7 月22日　金融 ・ 商事判例1452-50
【20】 東京地判平成26年 8 月28日　金融 ・ 商事判例1452-50
以上
（後注）
脱稿後、報告拒否につき弁護士会に対する損害賠償責任（認容額は 1 万円）
を認めた名古屋高判平成27年 2 月26日金融法務事情2019-94（【18】の控訴審）
に接した。
